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カスタマーハラスメント対策
～法制化の現況と組織対策の7原則～
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■まとめ：カスハラリスクに備えよう

■はじめに：社員を守り顧客に向き合う
　近年，従業員に対する悪質な言動や不当な要
求といった「カスタマーハラスメント（カスハ
ラ）」が，業種を問わず社会問題となっており，
企業の対応力が問われています。
　こうしたなか，2025年 6月には，カスハラへ
の雇用管理上の措置義務を盛り込んだ改正労働
施策総合推進法が成立し，法的な対応が人事労
務上の課題として重要視されることになります。
　一方で，カスハラ対策が行き過ぎると，CS（顧
客満足）を軽視する方向に行きかねず，顧客と
の信頼関係を損なうリスクもあります。そのた
め，経営者や人事部門には，社員の安全確保と
顧客対応品質の両立という難しい舵取りが求め
られます。
　そこで本稿では，カスハラの定義や法改正の
ポイントを整理したうえで，企業が講じるべき
具体的な 7つの原則を解説します。
　社員を守りながら，選ばれる企業を目指すた
めの実践的な視点として，参考にしていただけ
れば幸いです。
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